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平成２２年度宜野湾市水道事業会計決算審査意見書 
 

第１．審査の概要 

１．審査の対象 

平成２２年度宜野湾市水道事業会計決算 

 

２．審査の期間 

平成２３年６月１日から平成２３年７月２０日まで 

 

第２．審査の方法 

     決算審査にあたっては、決算報告書及び財務諸表その他附属書類が地方公営企業法

等関係法令に基づいて作成されているか、決算諸表の計数の正確性、財政状態及び経

営成績を適正に表示しているか、会計処理が適正に行われているかについて、関係書

類、伝票及び諸帳簿との照合等のほか、貯蔵品のたな卸しに立会し、在庫高の確認を

行い、関係職員の説明を聴取して審査を実施した。 

また、本事業の経営内容を把握するため計数の分析を行い、事業の運営が常に企業

の経済性を発揮するとともに公共の福祉を増進するという法令の趣旨に則って事業運

営がなされたかについて考察した。 

 

第３．審査の結果 

１．決算諸表について 

審査に付された決算報告書、財務諸表及びその他附属書類はいずれも関係法令に

基づいて作成され、計数は関係書類、伝票及び諸帳簿と符合し、正確であり、経営

成績及び財政状態は適正に表示されているものと認めた。 

 

２．業務実績について 

本年度における給水人口は９３,４１３人で、総人口に対する普及率は１００％で

ある。給水人口を前年度と比較すると３６９人増加し、給水戸数は３９,２１５戸で、

前年度より４５２戸増加している。 

    総配水量については１０,１９７,６８４㎥で、前年度より９７,６９５㎥（０.９

５％）減少し、有収水量も９,９０７,３３３㎥で、前年度より１４,６９３㎥（０.１

５％）減少している。 

     なお、総配水量に対する有収水量の割合を示す有収率については９７.１５％で、

前年度より０.７８ポイント増加している。 
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区 分 総配水量 有収水量 有収率 １㎥当り １㎥当り
年 度 （受水量）㎥ （給水量）㎥ ％ 使用料 受水費

10,197,684 9,907,333 97.15 1,927,725,590 194.58 1,094,741,767 107.35

10,295,379 9,922,026 96.37 1,935,194,380 195.04 1,105,229,521 107.35

△ 97,695 △ 14,693 0.78 △ 7,468,790 △ 0.46 △ 10,487,754 0

△ 0.95% △ 0.15% △ 0.39% △ 0.95%

※  有 収 水 量 等 の 前 年 度 比 較

（税込） 単位：円

水道使用料 受水費

平成22年度

平成21年度

増・減（△）

増  減  率

 
３．予算執行について 

(１) 収益的収入及び支出 

収入 

収益的収入は別表１の収益的収入及び支出のとおりであり、予算額２,０６３,６

１８,０００円に対し、決算額は２,０２８,８１２,７１７円で、執行率は９８.３１％

である。 

本年度水道事業収益の決算額は、前年度決算額に比べ１７,５９０,７７５円（０.

８６％）の減少となっている。 

これは、前年度には特別利益の投資有価証券売却益について、１０,１００,４１

１円の計上があったが本年度は当該売却がなかったこと、さらには有収水量の落込

みにより、給水収益（水道使用料）が前年度に比べ７,４６８,７９０円（０.３９％）

減少したこと等が要因である。 

   

給水収益 その他営業収益

1,927,725,590 76,002,734 21,778,227 3,306,166 2,028,812,717

1,935,194,380 82,741,955 14,796,308 13,670,849 2,046,403,492

△ 7,468,790 △ 6,739,221 6,981,919 △ 10,364,683 △ 17,590,775

△ 0.39% △ 8.14% 47.19% △ 75.82% △ 0.86%

平成22年度

平成21年度

増・減（△）

増  減  率

※  水 道 事 業 収 益 内 訳 の 前 年 度 比 較

（税込） 単位：円

　　　　区 分
 年 度

水　　道　　事　　業　　収　　益
営業収益

営業外収益 特別利益 合     計

 
支出 
本年度費用は、別表１の収益的収入及び支出のとおりであり、予算額２,０１４,

９０９,０００円に対し、決算額は１,８８７,６８９,５９２円で、執行率は９３.６

９％である。決算額は、前年度より１０,０１５,９１５円（０.５３％）の増加と

なっている。 

これは、営業費用の修繕費が５９,４５２,７１７円（４８.８２％）、受水費が

１０,４８７,７５４円（０.９５％）それぞれ減少したものの、水道事業基本計画
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等策定業務等の新たな業務委託に伴い、委託料が７８,３０６,７７４円（１４３.

５３％）の増加となったことが主な要因である。 

 

水道事業費用の決算額の内訳については、次表のとおりである。 

 

営業費用 営業外費用 特別損失 予備費 合     計

1,853,678,497 32,321,905 1,689,190 0 1,887,689,592 93.69%

1,840,411,638 35,944,339 1,317,700 0 1,877,673,677 95.51%

13,266,859 △ 3,622,434 371,490 0 10,015,915 △ 1.82%

0.72% △ 10.08% 28.19% ―― 0.53%

平成22年度

平成21年度

増・減（△）

増  減  率

※  水 道 事 業 費 用 の 前 年 度 比 較

（税込） 単位：円

　　　　　　区分
 年度

水　　道　　事　　業　　費　　用
執行率

 
(２) 資本的収入及び支出 

収入 

資本的収入は、別表２の資本的収入及び支出のとおりであり、予算額６８,８６

３,０００円に対し決算額６８,８２３,８５０円で、決算額を前年度と比較した場合

３８,５３４,８５０円（１２７.２２％）の増加となっている。 

これは、その他資本的収入の投資有価証券売却代金が１１,５８９,０００円（皆

減）減少したものの、補助事業の増加に伴い補助金が前年度より４９,５００,００

０円（２８２.８６％）、さらに他会計出資金６２３,８５０円（５１.９９％）がそ

れぞれ増加しているためである。 

そ　 の 　他

資本的収入

0 67,000,000 0 1,823,850 68,823,850

0 17,500,000 11,589,000 1,200,000 30,289,000

0 49,500,000 △ 11,589,000 623,850 38,534,850

―― 282.86% (皆減) 51.99% 127.22%増  減  率

平成22年度

平成21年度

増・減（△）

※  資　本　的　収　入　の　決　算　額　前　年　度　比　較

（税込） 単位：円

　　　　　区 分
 年 度

企業債 補助金 他会計出資金 合　　  計

 

     支出                                                                
     資本的支出は、別表２の資本的収入及び支出のとおりであり、予算額３７０,９

４３,０００円に対し、決算額３５１,９００,０２８円で、決算額を前年度と比較し

た場合３６,５０９,７４５円（１１.５８％）増加している。 

これは、補助事業等の増加により、配水施設費が３６,３２３,０４０円（２０.３
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５％）増加したことが主な要因である。 

また、資本的収入額が資本的支出額に不足する額２８３,０７６,１７８円は、過

年度分損益勘定留保資金１１４,９４４,０００円及び当年度分損益勘定留保資金１

２７,４９６,７２７円、減債積立金３１,０００,０００円、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額９,６３５,４５１円の内部資金で補てんされている。  

なお、企業債に係る元利償還額は、元金３１,６９４,８９７円、利息１５,６５９,

３０５円で、未償還残高は５２９,２３１,５５１円となっている。 

   

配水施設費 営業設備費

214,770,953 5,481,078 31,694,897 99,119,767 833,333 351,900,028

178,447,913 3,204,622 32,066,463 99,957,000 1,714,285 315,390,283

36,323,040 2,276,456 △ 371,566 △ 837,233 △ 880,952 36,509,745

20.35% 71.04% △ 1.16% △ 0.84% △ 51.39% 11.58%

※  資　本　的　支　出　の　決　算　額　前　年　度　比　較
（税込） 単位：円

　　　　　　区分
 年度

建設改良費 企 業 債
償 還 金

投     資
国庫補助金
返　 還　 金

合      計

平成22年度

平成21年度

増・減（△）

増  減  率

 

４．経営状況について 

(１) 経営成績 
水道事業の経営成績は、別表４の比較損益計算書のとおりである。 

本年度の営業利益は１２３,４２７,１５８円で、前年度より２６,７４５,１６５円

（１７.８１％）減少し、経常利益も本年度１２９,８２４,１１８円で、前年度より

１８,７５８,８０５円（１２.６３％）の減少となっている。経営状況としては、総

収益１,９３９,４９８,６２１円に対し総費用１,８０８,０３７,４６８円で純利益に

ついては１３１,４６１,１５３円で、前年度より２９,４８５,０１３円（１８.３

２％） の減少となっている。 

総費用を性質別に分類すると、別表３の性質別費用構成表のとおりである。 

本年度の総費用は１,８０８,０３７,４６８円で、前年度より１２,１６８,１９３円

（０.６８％）増加している。主な要因は、前年度より修繕費が５６,６２１,６９１円

（４８.８２％）、受水費が９,９８８,３３９円（０.９５％）、支払利息が１,０６０,

０３４円（６.３４％）それぞれ減少しているものの、委託料が７４,５７７,８６３円

（１４３.５３％）増加しているためである。 

経常収益（営業収益＋営業外収益）と経常費用（営業費用＋営業外費用）の相対

的な関連性を示す経常収支比率の推移は、次表のとおりである。 
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（税抜） 単位：円

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

経 常 収 益 （ １ ） 1,974,244,741 1,974,001,513 1,960,726,882 1,943,144,592 1,936,193,586

経 常 費 用 （ ２ ） 1,866,974,480 1,810,398,447 1,805,298,198 1,794,561,669 1,806,369,468

経常利益 （１）－（２） 107,270,261 163,603,066 155,428,684 148,582,923 129,824,118

経常収支比率（％） 105.75 109.04 108.61 108.28 107.19

科　　 目

※ 経 常 収 支 比 率 の 推 移

 

(２) 経営比率 

水道事業の経済性を評定するとされている経営比率を算出すると次表のとおり

である。 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

総 収 益
総 費 用

営 業 収 益
営 業 費 用

営 業 利 益
平均経営資本

経営資本営業利益率（％） 1.92

算　　　式

105.90 109.12 108.77

108.34 111.15

×１００

107.27

106.89

2.19 2.97 2.62

109.25

108.96

108.45

2.36

比　　率　　名

総収益対総費用比率（％）

営業収益対営業費用比率（％）

×１００

×１００

 

収益と費用の相対的な関連性を表す総収益対総費用比率は、前年度１０８.９６％に

対し１.６９ポイント低下したものの、１０７.２７％と１００％を超えて良好な水準を

保っている。 

       次に業務活動能力を表す営業収益対営業費用比率についても、前年度１０８.４５％に

対し１.５６ポイント低下したものの、本年度１０６.８９％となっており、これも適正

比率の１００％を超えて引き続き良好な比率となっている。 

また、経済活動のための投下資本がどれだけ利益を上げたかを表す経営資本営業利

益率においても、前年度２.３６％に対し０.４４ポイント低下し１.９２％となっている

ものの、これは定期預金利率（１年もの０.５０％程度）より高いほど収益性が良いと

されており、本年度も経営成績が良好な状態と判断される。 

 

(３) 財政状態 

本年度の財政状態を表す比較貸借対照表については別表５のとおりである。 

ア 資産の状況 

資産の期末在高は、７,４５３,０３５,８９４円で前年度より１４４,８７８,

９１３円増加し、増加率は１.９８％である。 

主な要因は、構築物等の有形固定資産が減価償却により８,８８２,５６０円

（０.１７％）減少したものの、投資有価証券が９９,１１９,７６７円（１１.１５％）           

及び現金預金等の流動資産が５４,６４１,７０６円（４.２８％）それぞれ増加し
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たことによる。 

 

イ 負債の状況 

負債の期末在高は、４５７,１４０,１９９円で前年度より２３,５１１,８６０

円減少し、減少率は４.８９％である。 

主な要因は、固定負債の退職給与引当金が２７,９７２,８７０円（２１.０

６％）増加したものの、流動負債の未払金が５２,９５９,４４３円（１９.１２％）

減少したことによる。 

 

ウ 資本の状況 

資本のうち、資本金の期末在高は２,７３５,５２１,３８７円で、前年度よ

り１,１２８,９５３円増加し、増加率は０.０４％である。  

これは、借入資本金の企業債は３１,６９４,８９７円（５.６５％）減少し

たものの、自己資本金が減債積立金の当年度処分による組入及び消火栓設置

費の繰入により３２,８２３,８５０円（１.５１％）増加したことによるもの

である。 

また、剰余金の期末在高は４,２６０,３７４,３０８円で前年度より１６７,

２６１,８２０円増加で増加率は４.０９％である。その内訳として、資本剰

余金は補助金等の増加で６６,８００,６６７円（１.９３％）、利益剰余金に

ついては、建設改良積立金の増加等で１００,４６１,１５３円（１５.９３％）

それぞれ増加したことによるものである。 

 

エ 財政比率 

水道事業の財政状態の良否を示す財政比率を算出すると、次表のとおりである。 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

流 動 資 産
流 動 負 債

自 己 資 本
負債資本合計

固 定 資 産
長 期 資 本

　　　　　　 　（別表６の経営分析表を参照）

比　　率　　名 算　　　式

流 動 比 率 （ ％ ） ×１００ 892.38 297.75

自己資本構成比率（％） ×１００ 80.83 82.95

77.54 90.13

　※  長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債
　※  自己資本＝自己資本金＋剰余金

固 定 資 産 対
長期資本比率 （ ％ ）

×１００

414.78 366.68 448.82

85.56 85.75 86.77

87.59 86.67 85.56

 

水道事業の支払能力を判断する流動比率は、２００％以上が適当とされているが、

本年度は４４８.８２％で前年度より８２.１４ポイント上昇している。 

主な要因は、流動資産の現金預金が前年度より５０,６９６,１７３円（４.６８％）

増加し、流動負債の未払金が前年度より５２,９５９,４４３円（１９.１２％）減少

したことによる。 
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次に、総資本中に占める自己資本の割合を示す自己資本構成比率は高いほど

良いとされており、本年度は８６.７７％で、前年度より１.０２ポイント上昇し

ている。 

主な要因は、流動負債の未払金が５２,９５９,４４３円（１９.１２％）減少し

たこと、経営成績の結果による純利益の発生で利益剰余金が前年度より１００,

４６１,１５３円（１５.９３％）増加したこと及び資本剰余金については、補助

金が前年度より６６,１６６,６６７円（１.９７％）増加したこと等により、剰余

金が１６７,２６１,８２０円（４.０９％）増加したことによる。 

また、長期健全性を示す固定資産対長期資本比率は固定資産に対する資本の

投下比を示すもので１００％以下でより小さいほど良いとされている。本年度

は８５.５６％で前年度より１.１１ポイント低下している。 

主な要因は、固定資産の増加が前年度より９０,２３７,２０７円（１.５０％）

に対して、長期資本のうちの特に剰余金が１６７,２６１,８２０円（４.０９％）

増加したこと等による。 

よって、本年度の各比率は、依然として良い数値を示しており、財政状態は

良好であると判断される。 

 

第４．むすび                                                          

１．有収率について 

配水された浄水のうち、料金として徴収される水量の割合を示す有収率をみると

次のとおりである。 

本年度の有収率は９７.１５％で、前年度より０.７８ポイント上昇し、県内１１市

の中でも３位に位置しているのは日常的に早めの漏水対策等を講じた結果であり

評価したい。 

有収率の向上は、安全で良質な水を安定的に確保し無駄なく供給するという水道

事業の経営の根幹に関わることであり、メーター不感水量の防止、漏水防止対策等

を強化しつつ引き続き有収率の向上を図っていただきたい。 

 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

有 収 水 量
総 配 水 量

項　　　目

有収率（％） 96.3796.79

算　　　式

×１００ 95.9092.38 97.15

 
２．不納欠損について 

本年度の不納欠損は、件数で２４０件、金額では１,２４４,１１０円となっている。 

その内訳は、平成１6年度分が４3件で２４0,０1０円、平成１7年度分が１9

７件で１,００４,１００円となっており、前年度と比較して、件数では６件、金額で

は１３８,４１８円の増加となっている。不納欠損にする理由は転出先不明、死亡の

ためとなっている。 
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できるだけ不納欠損がないように滞納整理の改善等、抜本的な対策を講ずるよう

努められたい。 

 

３．その他財務事務監査等における指摘事項について               

(１) 定期監査について                                                    

平成２２年度定期監査については、契約関係事務を中心とする財務事務について

監査を実施したところであるが、特に契約の相手方を１者に特定した随意契約

は、やむを得ないところもあるが、契約締結の原則である競争性を排除した形と

なりがちであり、予算執行の公平性、透明性を高めるうえからも、複数の者によ

る競争性を取り入れた形で契約を締結できないか常に検討を加えてもらいたい。 

                   

(２) 例月現金出納検査について 

ア 支出に際しては、請求書で正当な債権者や金額を確定させ、それに基づいて

支払伝票を発行する手続きとなるが、特に行事費において、請求書に具体的商品

名が明記されてなく、単に「特注」となっていたり、それに係る支払伝票に支出

目的となる行事名の表示がなかったり等の不明瞭な事例があり、明確で適切な事

務処理に努められたい。 

 

    イ 業務委託等において、業務完了報告書や検収報告書に基づき支出が行なわれて

いるが、文書収受の決裁、業務完了の確認作業が行なわれていない事例、また、

契約件名と請求件名が統一されていない事例等があり、適切な処理に努められた

い。 


